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令和３年度 

 

 

一般会計の決算状況をお知らせします 
 

歳入決算額 

歳出決算額 

１兆4,295 億円 

１兆4,114 億円 

（対前年度 517 億円、3.8％の増） 

（対前年度 504 億円、3.7％の増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度決算の概要 

 歳入決算  

    県税が、法人事業税や地方消費税などの増により増加となったこと、地方交付税が、県税収

入の見込み減などによる普通交付税の増により増加したことなどから、前年度と比較して517

億円(3.8％)増加し、１兆4,295億円となりました。 

 歳出決算  

  補助費等が新型コロナウイルス感染症対応経費の増などにより増加したこと、積立金が、財

政調整基金における交付税減少対応分の積立等により増加したことなどから、前年度と比較し

て504億円(3.7％)増加し、１兆4,114億円となりました。 

 決算収支  

  歳入決算額から歳出決算額を差し引いた「形式収支額」は182億円、形式収支額から翌年度

へ繰越すべき財源を差し引いた「実質収支額」は 17.6 億円、実質収支額から前年度の実質収

支額を差し引いた「単年度収支額」は3.7億円の黒字となりました。 

また、単年度収支額に財政調整基金の積立・取崩を加味した「実質単年度収支額」は197.1

億円の黒字となりました。これは、交付税減少に対応するための基金の積立を行ったことに伴

う増であり、財政状況をわかりやすく比較するために「交付税減少対応分」を除いた（※参考

値）は48.9億円の赤字となりました。 

 

(注)表・グラフ中の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、計数と一致しない場合があります。 

決算収支の状況 （億円、％）

令和２年度 令和３年度 増 減 額 増減率

歳 入 決 算 額 13,778 14,295 517 3.8

歳 出 決 算 額 13,609 14,114 504 3.7

形 式 収 支 額 168 182 13 7.9

翌 年 度 繰 越 財 源 155 164 10 6.2

実 質 収 支 額 14.0 17.6 3.7 26.3

単 年 度 収 支 額 6.8 3.7 △ 3.1 △ 46.0

実質単年度収支額 △ 51.3 197.1 248.4 484.4

（ ※ 参 考 値 ） (△51.3) (△48.9) (2.4) (4.6)

区　　　分

※令和３年度に交付税の減少に対応するための基金の積立（令和４年度以降の交付税
の精算等に対応するための基金「交付税減少対応分」の積立）を行っており、実質単
年度収支の特殊な増加要因となることから、財政状況をわかりやすく比較するため、
（※参考値）として「交付税減少対応分」を除いた額を記載。
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諸収入
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その他
420億円(2.9%)
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分担金及び負担金、使用料及び

手数料、財産収入、寄附金

地方譲与税、地方特例交付金、

交通安全対策特別交付金

(55.9%)

(44.1%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔自主財源〕 
  県税や貸付金の償還金など、県が 
 自ら見積って確保できる収入をいい 
 ます。 
 
〔依存財源〕 
  地方交付税や国庫支出金など国か 
 ら交付されるものや県債(借入金)を 
 いいます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 県 税 
  法人事業税や地方消費税等の増により増加しました。 
● 諸 収 入 
  新型コロナウイルス感染症対応のための制度融資に係る

貸付金収入の増等により増加しました。 
● 地方交付税等 
  県税収入の見込み減などによる普通交付税の増により増

加しました。 
● 国庫支出金 
  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増

等により増加しました。 
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積立金
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災害復旧事業費
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(48.5%)
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(13.7%)
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5,338億円
(37.8%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔消費的経費〕 

    人件費や各種団体への助成金など、支

出の効果が短期間で終わり後年度に形を

残さない経費をいいます。 

〔投資的経費〕 

  道路や学校、公園の整備など、将来に形

が残るものに支出される経費をいいま

す。  

〔その他経費〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 補 助 費 等  

  新型コロナウイルス感染症対応経費の増等により増加

しました。 

 ● 普通建設事業費 

  事業計画に基づく直轄負担金の減や、公債費負担適正

化計画に基づく事業量の減等により減少しました。 

 ● 積 立 金 

  財政調整基金における交付税対応分の積立等により増

加しました。 

● 金融的経費 

  新型コロナウイルス感染症対応のための制度融資の増

等により増加しました。 
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お
問
い
合
わ
せ 新潟県出納局 検索

新潟県出納局管理課 〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１

TEL：025（280）5484 FAX：025（284）2772

メールアドレス：ngt190010@pref.niigata.lg.jp

詳しくはホームページ：http://www.pref.niigata.lg.jp/suitoukanri

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

県債は、道路や学校など県民生活に直結する施設を整備するために借り入れたもので、臨時財

政対策債を除いた通常債の残高は、近年、減少しています。 

 (注)臨時財政対策債は地方交付税で後年度、全額措置されることになっています。 

 

県債残高の推移
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軸ラベル

17,606

平成29年度 30度 令和元年度 2年度 3年度 （年度末現在）

17,411 17,376 17,230

7,0406,803

0

17,475

6,975

通常債

臨時財政対策債
6,946 6,981

 
 

県の預金である基金は、財源不足などへ対応するために積み立てているものです。 

 財源として活用できる財源対策的基金（※１）の残高は、行財政改革行動計画で目標とした大規

模災害に備えるために必要な230億円を確保しています。 

 

※１「社会文化施設等整備基金」ほか６基金を「財政調整基金」に統合（R2.4～） 

※２ 交付税減少対応分…地方交付税の精算など制度上の要因により、令和４年度以降、 

交付税の減少が見込まれるため、令和３年度決算余剰金を別区分として積立てて対応 

基 金 の 状 況
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